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官庁会計制度は、現金収支を基準としており、予算の使途を明確に示せるうえ、仕組みがシンプルで分かりや
すいという利点があります。しかし、資産や負債などのストック情報や、事業ごとのフルコストを把握できない
という課題もあります。そこで大阪府では、平成23年度決算から、企業会計の考え方である「複式簿記・発生主
義」を取り入れた新公会計制度を導入しました。

大阪府の会計制度

・単式簿記
・現金主義

財務諸表

官庁会計制度

・複式簿記
・発生主義

新公会計制度

決算書

貸借対照表 行政コスト計算書

純資産変動計算書キャッシュ・フロー
計算書

Ⅰ．はじめに

官庁会計制度
単式簿記：一つの取引について、現金の収支のみを記録する

簿記手法のこと。
現金主義：現金の収支の事実により、記録する考え方のこと。

新公会計制度
複式簿記：一つの取引について、二つの側面から捉え記録する簿記手法のこと。
発生主義：現金の収支にかかわらず、取引発生の事実に基づき、

費用や収益を計上する考え方のこと。
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Ⅱ．大阪府の財務諸表
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１財務諸表の構成

〇貸借対照表

〇行政コスト計算書

〇キャッシュ・フロー計算書

〇純資産変動計算書

財務諸表の作成基準日における資産、負債及び純資産の状況を明らかにします。

一会計期間の行政サービスの提供に要した費用とそれを賄うための財源である
収入及び収支差額を表示し、府民等の負担と受益のバランスを明らかにします。

一会計期間の資金収支の状況を一定の活動区分別に表示します。

純資産の一会計期間の変動を明らかにします。

２作成基準日 令和7年3月31日〈ただし、出納整理期間（令和7年4月1日～5月31日）の現金の出納に関する取引を含めます〉

資産 負債

純資産

当期収支差額

収入

費用

財務活動
投資活動
行政サービス活動

収支差額

合計収支差額

前期末残高

当期変動額

当期末残高

開始残高相当



貸借対照表は、財務諸表の作成基準日における資産、負債及び純資産の状況を明らかにすることを目的として
作成する計算書です。令和6年度末の総資産額は7兆8,782億円です。前年度に比べ、667億円増加しています。

Ⅲ．貸借対照表
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        （令和7年3月31現在） （単位：億円）

Ｒ6 Ｒ5

資産の部 資産の部 流動資産

Ⅰ 流動資産 7,905 7,142 ⇒1年以内に現金化することができる資産です。

現金預金 1,109 898 現金預金

未収金 287 297 ⇒年度末の現金預金残高

基金 6,053 5,408 基金(流動資産)

その他 456 539

Ⅱ 固定資産 70,877 70,973

事業用資産 21,645 21,855

インフラ資産 30,931 30,979 固定資産

重要物品 81 84

投資その他の資産 16,559 16,491 事業用資産

出資金 5,567 5,460 ⇒庁舎、府立学校、府営住宅などの資産

長期貸付金 1,933 1,997 インフラ資産

基金 9,066 9,015 ⇒道路、港湾、農道、河川等の資産

その他 ▲ 6 19 重要物品

その他 1,661 1,565

資産の部合計 78,782 78,115 投資その他の資産

⇒財政調整基金と減債基金

※減債基金・・・府の借金である地方債の返済に備え、満期日が来るまで

　　　　　　　　の間お金を貯めておく「財布」にあたるもの

▲ 49

⇒長期にわたり保有する資産です。

▲ 26

96

667

⇒公用車など取得価格が100万円以上の備品

⇒府が出資している法人等への「出資金」、貸付金等の
　資産

▲ 63

51

▲ 2

　大阪府が所有している財産（お金と物）と権利

　（債権）を示しています。

763

211

▲ 10

646

貸借対照表（資産の部）

科　　目 増減額

▲ 83

▲ 96

▲ 210

69

106

現金預金 1%

未収金 0% 基金(流動) 8%

その他(流動)

1%

事業用資産

27%

インフラ資産

39%

重要物品

0%

投資その他の資産

21%

その他(固定), 

2%

流動資産

10%

固定資産

90%

（億円）

総資産額

7兆8,782億円
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      （令和7年3月31日現在） （単位：億円）

Ｒ6 Ｒ5 増減額

負債の部 負債の部 流動負債

Ⅰ 流動負債 7,707 6,615 1,093 　1年以内に支払時期が到来する負債です。

地方債 6,758 5,753 1,005 地方債(流動負債)※

地方債（臨時財政対策債除く） 4,192 3,270 922 ⇒１年以内に償還予定の地方債

臨時財政対策債 2,566 2,483 83 賞与等引当金

賞与等引当金 516 489 27

その他 434 373 60

Ⅱ 固定負債 52,037 54,861 ▲ 2,824

地方債 48,112 51,049 ▲ 2,937 固定負債

地方債（臨時財政対策債除く） 24,092 25,948 ▲ 1,856 　１年を超えて支払時期が到来する負債です。

臨時財政対策債 24,020 25,101 ▲ 1,081 地方債(固定負債)※

退職手当引当金 3,742 3,619 123 ⇒翌々年度以降に償還予定の地方債

その他 183 193 ▲ 11 退職手当引当金

負債の部合計 59,744 61,476 ▲ 1,732

純資産の部 ※地方債・・・・・・・国や金融機関などから借り入れる資金

純資産 19,038 16,639 2,398

純資産の部合計 19,038 16,639 2,398

負債及び純資産の部合計 78,782 78,115 667

純資産の部

 （単位：億円）

区　分

純資産変動計算書

貸借対照表（負債・純資産の部）

科　　目

　府が返済の義務を負っている負債を示しています。

当期変動額

前期末残高

⇒翌年度に支払予定の期末手当及び勤勉手当見込額等のうちの
　当期の負担相当額

※臨時財政対策債・・・地方財源の不足に対処するため地方財
　政法第５条の特例債として発行が認められるもの

⇒全職員が自己都合により退職した場合に必要となる退職手当
　を計上

11,494

2,398

9,095

2,398

16,639

　資産の総額から負債の総額を引いたものです。

　「現在までの世代が負担してきた金額」
　に相当します。

19,038

                        自　令和6年4月1日　　　至　令和7年3月31日

開始残高相当

7,544

－

7,544

収支差額 合　計

当期末残高

地方債(臨時財政対策債除く)(流動) 7%

臨時財政対策債(流動) 4%

賞与等引当金 1%

その他(流動) 1%

地方債(臨時財政対策債除く)(固定)

40%
臨時財政対策債(固定)

40%

退職手当引当金

6%

その他(固定)

0%

流動負債

13%

固定負債

87%

負債総額

5兆9,744億円

（億円）

Ⅲ．貸借対照表
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令和6年度末の負債総額は5兆9,744億円です。前年度に比べ、1,732億円減少しています。
純資産額は1兆9,038億円です。前年度に比べ、2,398億円増加しています。

©2014 大阪府もずやん



Ⅲ．貸借対照表

直近5年間の資産・負債・純資産の推移

資産の推移 負債・純資産の推移

資産は、令和2年度から一貫して増加しています。 負債は、令和3年度をピークに、令和4年度から減少に
転じています。純資産は、令和2年度から一貫して増加
しています。
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行政収入 至　令和 6年 4月  1日　　自　令和 7年 3月31日 （単位：億円） 行政費用

地方税 R6 R5 増減額 税連動費用

⇒府税、地方消費税清算金、自動車税などによる収入 通常収支の部 ⇒府税の一定割合を市町村などへ交付する費用

地方譲与税 Ⅰ 行政収支の部 物件費

⇒特別法人事業譲与税、地方揮発油譲与税などによる国からの収入 １　行政収入 38,881 37,935 946 ⇒委託料や消耗需用費など施設の経費にかかる費用

地方交付税 地方税 15,871 14,802 1,070 負担金・補助金・交付金等

地方譲与税 1,946 1,706 239 ⇒市町村や団体等に対する補助金などの費用

地方交付税 3,672 3,400 272 減価償却費

事業収入（特別会計） 分担金及び負担金（行政費用充当） 2,807 2,862 ▲ 55

⇒大阪府の特別会計での事業による収入 国庫支出金（行政費用充当） 4,644 5,498 ▲ 854

事業収入（特別会計） 6,401 5,992 409

その他 3,539 3,675 ▲ 136

２　行政費用 36,738 36,517 222

税連動費用 9,611 8,996 615

給与関係費 6,268 6,044 224

物件費 1,029 1,275 ▲ 245

負担金・補助金・交付金等 16,305 16,807 ▲ 501

減価償却費 1,170 1,165 5

その他 2,354 2,230 124 金融収支差額

行政収支差額 2,142 1,418 724

Ⅱ　金融収支の部

１　金融収入 11 5 6

２　金融費用 214 210 4 通常収支差額

金融収支差額 ▲ 202 ▲ 204 2 　行政収支差額と金融収支差額の合計

通常収支差額 1,940 1,214 726

特別収支の部 特別収支の部

１　特別収入 544 694 ▲ 150

国庫支出金（公共施設等整備） 370 392 ▲ 22

固定資産売却益 34 43 ▲ 9

その他 140 259 ▲ 119

２　特別費用 85 353 ▲ 268

固定資産売却損及び除却損 23 8 15

その他 62 345 ▲ 283 当期収支差額

特別収支差額 458 341 117 　通常収支差額と特別収支差額の合計額

当期収支差額 2,398 1,555 843

科　　目

行政コスト計算書

⇒複数年度利用する固定資産について、建設費用を支払った年
　度の住民が負担するのではなく、資産の取得にかかる費用
　を、その利用年数にわたって配分するというもの

　預金利息などの「金融収入」と、地方債の利息などの
　「金融費用」を表示した収支

　固定資産の売却損益など、特別な事情により
　発生する収支

⇒国が一定の基準に基づいて各地方公共団体ごとに標準的な必要額と標準的な収
　入を見積もり、不足額を基礎として地方公共団体に交付する収入

　特別な事情とは・・・
　大阪府に、建物等の資産が譲渡される場合
　は特別収入に計上される

地方税

40%

地方譲与税

5%

地方交付税

9%

分担金及び負担金

(行政費用充当)

7%

国庫支出金

（行政費用充当）

12%

事業収入(特別会計)

16%

その他

10%

収入総額

３兆9,436億円

（億円）

税連動費用

26%

給与関係費

17%

物件費 3%

負担金・補助金・交付金等

44%

減価償却費 3%

その他

7%

費用総額

３兆7,038億円

（億円）

行政コスト計算書は、一会計期間の行政サービスの提供に要した費用と、それを賄うための財源である収入と収支差額を
表示することを目的として作成する計算書です。
令和6年度の当期収支差額は2,398億円です。前年度に比べ、843億円増加しています。

Ⅳ．行政コスト計算書
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キャッシュ・フロー計算書は、一会計期間の資金収支の状況を、行政サービス活動、投資活動、財務活動に区分し
て表示したもので、どのような要因で現金が増減したのかがわかります。
令和6年度の形式収支は656億円の黒字です。前年度に比べ、156億円増加しています。

Ⅴ．キャッシュ・フロー計算書
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　　　キャッシュ・フロー計算書
                   自　令和 6年 4月  1日
                   至　令和 7年 3月31日 （単位：億円）

R6 R5 増減額

Ⅰ 行政サービス活動 行政サービス活動

行政収入 38,899 37,887 1,012

行政支出 35,397 35,165 233

金融収入 11 5 6

金融支出 214 210 4

特別収入 3 4 ▲ 1 投資活動

特別支出 6 11 ▲ 4

行政サービス活動収支差額 3,296 2,511 785

Ⅱ 投資活動

投資活動収入 6,578 7,454 ▲ 876

投資活動支出 7,338 7,772 ▲ 434 財務活動

投資活動収支差額 ▲ 760 ▲ 318 ▲ 442

Ⅲ 財務活動

財務活動収入 5,898 6,858 ▲ 960

財務活動支出 8,145 8,929 ▲ 784

財務活動収支差額 ▲ 2,247 ▲ 2,071 ▲ 176 形式収支

収支差額合計 289 122 167

前年度からの繰越金 367 378 ▲ 11

形式収支 656 500 156

歳入歳出外現金受入額 3,828 3,578 249 再計

歳入歳出外現金払出額 3,375 3,181 194

再計 1,109 898 211

　建物や土地などの固定資産の取得と売却、基金の積立と取
　崩等にかかる収入や支出を計上しています。

科　　目

　地方税や給与関係費など行政サービスの提供に関する収入や
　支出を計上しています。

　行政活動に必要となる資金の調達に関する収支で、地方債や
　借入金などの将来的に返済義務を負う外部からの収入や、そ
　の償還・返済などの支出を計上しています。

　形式収支に、歳入歳出外現金受入額と払出額の差を合計した
　ものです。

　収支差額合計に、前年度からの繰越金を加えたもので、貸借
　対照表の歳計現金等及び官庁会計決算と一致します。

38,913

6,578 5,898

35,617

7,338 8,145

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

行政サービス

活動

投資活動 財務活動

各活動ごとの収入・支出比較

収入 支出

（億円）



Ⅵ．財務状況の推移
１.主な財務指標等（財務諸表に表れた数値を用いて各種の比率を算出）
①純資産比率 24.2％（前年度 21.3％） 計算式：（貸借対照表）純資産の部合計／（貸借対照表）資産の部合計

資産のストック情報（資産額）に対する純資産の比率を算出し、保有している有形固定資産等がどの世代の負担により行われたかを
表す指標です。この数値が高いほど、将来世代の負担が小さいことを表します。
純資産比率は、令和2年度から一貫して上昇しています。
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Ⅵ ．財務状況の推移

１.主な財務指標等（財務諸表に表れた数値を用いて各種の比率を算出）
②通常収支比率 105.3％（前年度 103.3％）
計算式：（行政コスト計算書）行政収入＋金融収入／（行政コスト計算書）行政費用＋金融費用
通常の行政サービスなどを、一般的な税収などの収入でどの程度まかなっているのかを示します。受益者負担の適正性、収入水準の

適正性の検証などに適した指標です。この数値が高いほど、よりまかなえていることを表します。
通常収支比率は、前年度と比べ2.0ポイント上昇しています。
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Ⅵ ．財務状況の推移
１.主な財務指標等（財務諸表に表れた数値を用いて各種の比率を算出）
③減価償却費対投資活動支出率 85.6％（前年度 81.2％）
計算式：（ｷｬｯｼｭ・ﾌﾛｰ計算書）公共施設等整備支出／（行政コスト計算書）減価償却費
固定資産管理の状況を評価するのに適した指標で、施設に対する年間更新投資額の度合いを示します。この数値が高いほど、施設の

老朽化の進行に対し、新設・改良などの対応を行ったことを表します。
減価償却費対投資活動支出率は、前年度と比べ4.4ポイント上昇しています。
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Ⅵ ．財務状況の推移
２．府民一人当たりの資産、負債、収入、費用の状況
対象年度 資 産 負 債 収 入 費 用 人 口

R6 89万9千円 68万2千円 44万4千円 42万2千円 8,762,704人

R5 89万2千円 70万2千円 43万3千円 41万9千円 8,761,190人

増 減 ＋7千円 ▲2万円 ＋1万1千円 ＋3千円 ＋1,514人
※収入＝行政収入＋金融収入 費用＝行政費用＋金融費用 ※人口：各年度末の翌日（4/1）現在（大阪府毎月推計人口）
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収入

府民一人当たりの収入と費用の状況

費用
44万4千円 42万2千円

純資産21万7千円

負債 68万2千円

府民一人当たりの資産等の状況

資産

89万9千円



Ⅶ．事業類型別の財務諸表の特色

大阪府では、管理事業別財務諸表を財務マネジメントに活用することを見据え、268の事業を次の5つの
事業類型に分類しています。事業類型の定義を参照することでどのような事業類型に資源やコストが投入
されているかがよりイメージしやすくなります。

行政費用と金融費用を合計した「通常費用」を「コスト」としています。

13

事業類型 施設運営型 社会資本整備型 財政融資型
助成・啓発・
指導・公権力型

行政組織管理型

事業数 ４７事業 ２2事業 ８事業 １２４事業 ６７事業

事業例 府営住宅事業 道路事業 制度融資事業 薬事指導事業 総務サービス事業

定義
公の施設など、府民サービス
を提供する施設の運営を主と
する事業

インフラ資産等を整備することを
主とする事業

経済社会に貢献する事業を行
う機関等に資金を貸し付ける
ことを主とする事業

個人や団体等に対する助成、
指導監督や、府民への啓発の
他、法令又は条例により与え
られた権限の行使を行うこと
を主とする事業

総合企画、予算、広報、人事
に関する業務等、組織管理の
ための総務的な事業

分析の視点

・料金や税負担は適正か
・コストに見合う成果か
・施設更新の必要性はないか

・施設更新の必要性はないか
・世代間負担は適切か
・コストの構成はどうか

・コストに見合う成果か
・貸倒のリスクはどの程度か

・コストに見合う成果か ・コストは適正か

概況

コストのうち使用料及び手
数料・国庫支出金で賄えて
いる割合は31.3％（前年
度23.0％）

・府の固定資産の約2分の1
　を管理
・整備にかかる将来世代の負
　担は32.3％（前年度
　33.7％）

出資金、長期貸付金などの
投資その他の資産が、資産
合計の94.2％（前年度
93.9％）

負担金等の助成にかかる費
用がコスト全体の45.5％
（前年度47.2％）

府の人件費（給与関係費、
賞与等引当金繰入額、退職
手当引当金繰入額）の
60.5%（前年度60.2%）
を計上



財務諸表（4表）及び官庁会計決算書の関係は、次のとおりです。４表は相互に関連し、官庁会計決算
書では把握できない内容を補完しています。

Ⅷ．その他（財務諸表の関係）
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財務諸表
一致

一致

行政コスト計算書

収入

当期収支差額　　　　　　　　　　　　　　　　　

費用

2,398億円

39,436億円

37,038億円

貸借対照表

資産 負債

純資産

現金預金

うち歳計現金等

656億円

純資産 19,038億円

うち当期純資産増減額 2,398億円78,782億円

59,744億円

キャッシュ・フロー計算書

行政サービス活動

投資活動

財務活動

形式収支 656億円 一致

官庁会計決算書

歳入

歳出

差引額　　　　　　　　　　　　　　　　656億円

合計

当期末残高 7,544億円 11,494億円 19,038億円

純資産変動計算書

前期末残高 7,544億円 9,095億円 16,639億円

当期変動額 - 2,398億円 2,398億円

開始残高相当 収支差額

一致



対象となる会計は次の１５会計です。

Ⅷ ．その他（対象となる会計、作成する財務諸表）

会 計 名

一般会計 日本万国博覧会記念公園事業特別会計 就農支援資金等特別会計

大阪府営住宅事業特別会計 港湾整備事業特別会計 関西国際空港関連事業特別会計

不動産調達特別会計 市町村施設整備資金特別会計 公債管理特別会計

地方消費税清算特別会計 母子父子寡婦福祉資金特別会計 国民健康保険特別会計

中小企業振興資金特別会計 沿岸漁業改善資金特別会計 林業改善資金特別会計

作成する財務諸表は次のとおりです。

大阪府全体（各会計合算）、会計別、部局別、事業別、会計別かつ所属別かつ事業別（財務諸表作成の基礎単位）

15



総務省では、決算に係る各地方公共団体の統一的な基準による財務書類及び財務書類から得られる各種指標
について、比較可能な様式によりとりまとめた結果を、以下のサイトにて公表しています。こちらの比較によ
り、大阪府の状況の大まかな傾向を把握できます。

（総務省公表ページ：https://www.soumu.go.jp/iken/kokaikei/R05_chihou_zaimusyorui.html）

・対象年度：令和5年度
・対象財務諸表及び指標：各都道府県の統一的な基準によって作成された財務書類※

※独自の大阪府財務諸表作成基準とは異なり、総務省が作成した「統一的な基準」での財務諸表です。
平成29年度決算より、総務省の要請を受け、「統一的な基準」に基づく財務書類等も作成しております。

大阪府と他自治体の指標を比較する際のポイント
大阪府の特徴として以下の点があり、それぞれの特徴ごとに気を付ける点があります。
・財政規模が大きいので全国平均より歳入額が大きくなっている。
・人口が多いので全国平均より一人当たりで算出している指標が小さくなっている。
・面積が小さく山間部が少ないので施設量（資産額）が小さくなっている。

16©2014 大阪府もずやん

参考．他自治体との財務諸表の指標比較（統一的な基準による財務書類）

https://www.soumu.go.jp/iken/kokaikei/R05_chihou_zaimusyorui.html
https://www.soumu.go.jp/iken/kokaikei/R05_chihou_zaimusyorui.html


参考．他自治体との財務諸表の指標比較（統一的な基準による財務書類）
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各種指標ごとの比較
住民一人当たり資産額
地方公共団体の保有する資産の合計額を住民基本台帳人口で除して、住民一

人当たりの資産額を表す指標。

歳入額対資産比率
当該年度の歳入総額に対する資産合計の比率を算出し、これまでに形成され

たストックとしての資産が、歳入の何年分に相当するかを表す指標。

有形固定資産減価償却率
地方公共団体が保有する有形固定資産（物品および建設仮勘定除く）のうち、償却

資産の取得価格等に対する減価償却累計額の比率を算出し、資産の耐用年数に
対して、資産の取得からどの程度経過しているかを表す指標。

純資産比率
資産のストック情報（資産額）に対する純資産の比率を算出し、保有してい

る有形固定資産等がどの世代の負担により行われたかを表す指標。

類似団体とは
財政力指数（基準財政収入額を基準財政需要額で除した数値の過去３か年の単純平均値）が近い団体（20府県）のことです。

指標 大阪府 類似団体平均 全国平均

住民一人当たり資産額（万円） 86.1 94.6 129.5

指標 大阪府 類似団体平均 全国平均

有形固定資産減価償却率（％） 60.9 65.9 63.8

指標 大阪府 類似団体平均 全国平均

歳入額対資産比率（年） 1.68 2.07 2.33

指標 大阪府 類似団体平均 全国平均

純資産比率（％） 18.1 14.6 33.7



参考．他自治体との財務諸表の指標比較（統一的な基準による財務書類）
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各種指標ごとの比較
将来世代負担比率
有形固定資産などの社会資本等に対して、財源のうち将来の償還等が必要な

負債による調達割合（公共資産等形成充当負債の割合）を算出し、社会資本等
形成に係る将来世代の負担の程度を表す指標。

住民一人当たり行政コスト
純行政コストを住民基本台帳人口で除して、住民一人当たりの行政コストを

表す指標。

住民一人当たり負債額
地方公共団体の保有する負債のストック情報（負債額）を住民基本台帳人口

で除して、住民一人当たりの負債額を表す指標。

業務・投資活動収支
業務活動収支（支払利息支出を除く）及び投資活動収支（基金積立金支出及

び基金取崩収入を除く）の合算額を算出し、その時点で必要とされる政策的経
費をその時点の税収等でどれだけ賄えているかを表す指標。

指標 大阪府 類似団体平均 全国平均

将来世代負担比率（％） 57.9 63.6 50.7

指標 大阪府 類似団体平均 全国平均

住民一人当たり負債額（万円） 70.6 80.8 85.8

指標 大阪府 類似団体平均 全国平均

住民一人当たり行政コスト（万円） 32.7 29.3 36.8

指標 大阪府 類似団体平均 全国平均

業務・投資活動収支（百万円） 215,771 70,180 55,858



参考．他自治体との財務諸表の指標比較（統一的な基準による財務書類）

※金額は、表示桁未満を四捨五入しています。また、割合(％)は、整数で表示する場合には小数第1位を、小数第1位で表示する場合には小数第2位を、
それぞれ四捨五入しています。このため、表内等での合計等が一致しないことがあります。

※財務諸表（各会計合算・会計別・部局別・事業別）は、大阪府ホームページ
（https://www.pref.osaka.lg.jp/o160020/kaikei/newzaimusyohyou/index.html）に掲載しています。
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各種指標ごとの比較
受益者負担比率
経常収益（使用料・手数料などの行政サービスに係る受益者負担の金額）に

対する経常費用（行政サービス提供に係る負担）の比率を算出し、行政サービ
スの提供に対する受益者の直接的な負担の割合を表した指標。

指標 大阪府 類似団体平均 全国平均

受益者負担比率（％） 4.4 4.1 4.4

©2014 大阪府もずやん

https://www.pref.osaka.lg.jp/o160020/kaikei/newzaimusyohyou/index.html

	スライド番号 1
	スライド番号 2
	スライド番号 3
	スライド番号 4
	スライド番号 5
	スライド番号 6
	スライド番号 7
	スライド番号 8
	スライド番号 9
	スライド番号 10
	スライド番号 11
	スライド番号 12
	スライド番号 13
	スライド番号 14
	スライド番号 15
	スライド番号 16
	スライド番号 17
	スライド番号 18
	スライド番号 19
	スライド番号 20

